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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 32,317 △16.6 △396 ― △139 ― △157 ―

21年3月期第3四半期 38,764 ― 318 ― 586 ― 257 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 △16.29 ―

21年3月期第3四半期 26.14 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 28,214 13,985 46.1 1,345.02
21年3月期 30,339 14,093 43.2 1,356.84

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  13,003百万円 21年3月期  13,118百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  有  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 6.00 ― 4.00 10.00
22年3月期 ― 4.00 ―

22年3月期 
（予想）

3.00 7.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 45,080 △14.5 △360 ― △65 ― △130 ― △13.45



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

(注)詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
(注)詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注)詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 
経済状況・市場環境等に係るリスクや不確実要因により実際の業績が記載の予想数値と異なる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は添付資料の４ページを参照してください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 1社 （社名 株式会社イーエムシー ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 10,010,000株 21年3月期  10,010,000株

② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  341,890株 21年3月期  341,303株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期  9,668,274株 21年3月期第3四半期  9,832,778株



 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、急激な世界経済の悪化を背景に、輸出の大幅な減少から企業の

在庫調整が本格化し、設備投資の急減、雇用・所得環境の悪化から消費の低迷と景気は最悪の状況ですが、中国・ア

ジア向け市場の回復から、一部に持ち直しの動きも見られております。このような中で、当社グループといたしまし

ては、仕入原価の低減や徹底した経費の圧縮を推し進めるとともに、少ない案件を確実に受注に結びつけるよう全社

をあげて努力してまいりましたが、販売競争は益々激化し、当第３四半期連結累計期間の連結業績は、売上高323億

17百万円（前年同期比16.6％減）、経常損失１億39百万円（前年同四半期は経常利益５億86百万円）、四半期純損失

１億57百万円（前年同四半期は四半期純利益２億57百万円）となりました。 

（電設資材） 

 当第３四半期連結累計期間においても、企業の設備投資低迷の影響から主要顧客の仕事量が大幅に減少すると共

に、住宅着工・個人消費も低迷し、件名売上、市販売上ともに低調な状況が続いております。この結果、売上高は

167億82百万円（前年同四半期比18.4％減）となりました。 

（産業システム） 

 機器制御は、企業の生産動向の一部には回復の兆しが見えるものの、設備投資の回復には至らず、売上高は前年同

四半期を下回る推移となり、情報システムについても前年同四半期を下回る推移となりした。また土木建設機械につ

いても、需要が大幅に減少し新車販売が低調な推移が続いております。設備システムについては、一部材料販売等の

案件があり前年同四半期比では売上増となりました。この結果、売上高は91億67百万円（前年同四半期比18.6％減）

となりました。 

（施工） 

 建設資材工事、総合建築ともに、設備投資が冷え込む中、引き合い件数が減少傾向で推移し、コンクリート圧送事

業についても、建築着工件数の減少傾向が続いており、各事業とも前年同四半期を下回る推移となりました。この結

果、売上高は63億67百万円（前年同四半期比8.3％減）となりました。 

  

  

(1)資産、負債及び純資産の状況 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ21億24百万円減少し、282億14百万円となりま

した。 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ22億28百万円減少し、198億34百万円となりました。これは、売上高減少に

伴い受取手形及び売掛金が減少したことが主な要因であります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ１億３百万円

増加し、83億79百万円となりました。これは、連結子会社コマツ栃木㈱と非連結子会社栃木リース㈱との合併により

有形固定資産が増加したことが主な要因であります。 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ23億27百万円減少し、125億85百万円となりました。これは、支払手形及び

買掛金が減少したことが主な要因であります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ３億10百万円増加し、16億42百

万円となりました。これは、連結子会社コマツ栃木㈱の固定負債その他の長期未払金が増加したことが主な要因であ

ります。 

 なお、純資産は、前連結会計年度末に比べ１億７百万円減の139億85百万円となり、自己資本比率は46.1％となり

ました。 

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末より16億

93百万円増加し、51億16百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、17億62百万円の収入（前年同四半期は４億21百万円の支出）となりました。これは主に売

上債権の減少が仕入債務の減少を上回ったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、１億18百万円の支出（前年同四半期は５億59百万円の支出）となりました。これは主に有

形固定資産の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、17百万円の収入（前年同四半期は２億８百万円の支出）となりました。これは主に短期借

入金の増加によるものであります。 

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



  

 平成22年３月期通期の業績予想（連結・個別）に関しましては、当第３四半期連結累計期間の業績及び足許の受注

状況等を勘案し、平成21年10月20日発表の予想数値を変更しております。詳細につきましては、本日発表の「業績予

想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。  

 なお、セグメント別の売上予想につきましては、次のとおりであります。 

       電設資材   23,900百万円（前期比14.2％減）  

       産業システム 12,900百万円（前期比14.6％減） 

       施工      8,280百万円（前期比15.3％減） 

       合計     45,080百万円（前期比14.5％減） 

  

①連結の範囲の変更  

 当第３四半期連結会計期間において、連結子会社㈱イーエムシーは、連結子会社大島光電㈱を存続会社とする

吸収合併により消滅いたしました。なお、合併後の商号を平成21年12月１日付で「関東総合資材㈱」に変更して

おります。 

②変更後の連結子会社の数 

 ５社 

 

  

①たな卸資産の評価方法 

 たな卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理

的な方法により算定する方法によっております。たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性が低下している

ことが明らかなものについてのみ、正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。  

②繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合においては、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングを利用する方法によっております。また、前連結会計年度末以降に経営環境等、ま

たは一時差異等の発生状況に著しい変化が認められる場合においては、前連結会計年度決算において使用した

将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によってお

ります。  

③税金費用の計算 

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

① 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前第３四半期連結会計期間において流動資産の「その他」に含め

ていた「貯蔵品」は、当第１四半期連結会計期間より「原材料及び貯蔵品」に含めて表示しております。な

お、前第３四半期連結会計期間の流動資産の「その他」に含まれる「貯蔵品」は1,629千円です。 

② 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期

連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しております。 

  これにより、売上高は708,082千円増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞ

れ43,256千円減少しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,116,960 3,423,602

受取手形及び売掛金 11,241,005 15,698,785

商品 1,962,696 1,512,545

未成工事支出金 1,060,489 1,205,657

原材料及び貯蔵品 2,849 2,156

その他 522,029 320,816

貸倒引当金 △71,134 △100,162

流動資産合計 19,834,897 22,063,401

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,652,684 1,746,108

土地 3,496,518 3,503,498

その他（純額） 422,722 193,095

有形固定資産合計 5,571,926 5,442,703

無形固定資産 85,560 86,749

投資その他の資産   

投資有価証券 1,566,380 1,525,696

その他 1,287,271 1,394,258

貸倒引当金 △131,575 △173,806

投資その他の資産合計 2,722,076 2,746,148

固定資産合計 8,379,563 8,275,600

資産合計 28,214,460 30,339,002



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,678,653 11,344,894

短期借入金 2,500,000 2,400,000

未払法人税等 742 52,289

賞与引当金 109,925 313,450

役員賞与引当金 2,475 16,900

その他 1,294,015 786,026

流動負債合計 12,585,811 14,913,560

固定負債   

退職給付引当金 1,032,147 957,771

役員退職慰労引当金 249,929 233,361

その他 360,890 141,158

固定負債合計 1,642,967 1,332,291

負債合計 14,228,778 16,245,852

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,883,650 1,883,650

資本剰余金 2,065,090 2,065,090

利益剰余金 9,067,912 9,302,791

自己株式 △153,941 △153,631

株主資本合計 12,862,710 13,097,899

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 141,055 20,936

評価・換算差額等合計 141,055 20,936

少数株主持分 981,915 974,314

純資産合計 13,985,681 14,093,150

負債純資産合計 28,214,460 30,339,002



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 38,764,673 32,317,364

売上原価 33,573,303 28,167,721

売上総利益 5,191,369 4,149,642

販売費及び一般管理費 4,873,278 4,546,079

営業利益又は営業損失（△） 318,090 △396,436

営業外収益   

受取利息 10,274 13,875

受取配当金 20,855 13,640

仕入割引 170,253 138,930

受取賃貸料 68,885 55,126

持分法による投資利益 12,017 10,485

その他 64,454 84,936

営業外収益合計 346,741 316,995

営業外費用   

支払利息 20,304 18,319

売上割引 18,346 13,856

賃貸費用 34,912 23,032

その他 4,291 5,250

営業外費用合計 77,854 60,459

経常利益又は経常損失（△） 586,977 △139,900

特別利益   

賞与引当金戻入額 － 37,433

貸倒引当金戻入額 － 13,947

特別利益合計 － 51,381

特別損失   

抱合せ株式消滅差損 － 17,422

減損損失 4,337 9,040

投資有価証券評価損 30,290 225

退職給付制度終了損 9,362 －

特別損失合計 43,990 26,689

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

542,986 △115,208

法人税等 286,402 82,402

少数株主損失（△） △441 △40,079

四半期純利益又は四半期純損失（△） 257,025 △157,532



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

542,986 △115,208

減価償却費 156,830 212,349

投資有価証券評価損益（△は益） 30,290 225

減損損失 4,337 9,040

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24,306 △82,980

賞与引当金の増減額（△は減少） △219,200 △206,625

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,850 △14,425

退職給付引当金の増減額（△は減少） 62,252 74,376

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11,362 1,477

受取利息及び受取配当金 △31,129 △27,516

支払利息 20,304 18,319

抱合せ株式消滅差損益（△は益） － 17,422

持分法による投資損益（△は益） △12,017 △10,485

売上債権の増減額（△は増加） 2,758,392 4,596,891

たな卸資産の増減額（△は増加） △849,501 △305,675

仕入債務の増減額（△は減少） △1,939,157 △2,746,863

その他の流動負債の増減額（△は減少） △53,092 467,037

その他 △163,875 51,754

小計 261,899 1,939,115

利息及び配当金の受取額 32,281 28,668

利息の支払額 △23,184 △17,403

法人税等の支払額 △692,442 △187,653

営業活動によるキャッシュ・フロー △421,445 1,762,727

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 － △100,000

有形固定資産の取得による支出 △486,668 △214,961

投資有価証券の償還による収入 － 200,000

その他 △72,664 △3,057

投資活動によるキャッシュ・フロー △559,333 △118,018

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 100,000

配当金の支払額 △137,674 △77,347

少数株主への配当金の支払額 △8,600  

その他 △62,646 △5,209

財務活動によるキャッシュ・フロー △208,921 17,443

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,189,699 1,662,152

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

－ 31,205

現金及び現金同等物の期首残高 4,637,676 3,423,602

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,447,976 5,116,960



 該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な商品及び工事の名称 

     事業区分は業態、商品の類似性、販売経路の共通性により下記の事業区分にしております。 

２．会計処理の方法の変更 

 当第３四半期連結累計期間 

 （工事契約に関する会計基準） 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会

計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、電設資材事業の売上高は26,688千円、産業システム事業の

売上高は148,512千円、施工事業の売上高は532,881千円それぞれ増加し、電設資材事業の営業損失は3,817千

円、産業システム事業の営業損失は5,439千円それぞれ減少し、施工事業の営業利益は33,999千円増加してお

ります。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
電設資材 
(千円) 

産業システム
(千円) 

施工
(千円) 

計
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結
(千円) 

売上高                                    

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
 20,562,404  11,256,342  6,945,925  38,764,673  （－）  38,764,673

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 18,825  33,038  30,645  82,508 (82,508)  （－）

計  20,581,229  11,289,381  6,976,570  38,847,181 (82,508)  38,764,673

営業利益  67,850  115,288  102,332  285,471  32,618  318,090

  
電設資材 
(千円) 

産業システム
(千円) 

施工
(千円) 

計
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結
(千円) 

売上高                                    

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
 16,782,429  9,167,675  6,367,259  32,317,364  （－）  32,317,364

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 3,169  26,727  100  29,997 (29,997)  （－）

計  16,785,599  9,194,403  6,367,359  32,347,361 (29,997)  32,317,364

営業利益又は営業損失（△）  △360,724  △126,278  61,715  △425,287  28,850 △396,436 

事業区分 主要な商品及び工事の名称

電設資材 電設資材の販売並びに附帯する工事 

産業システム 
電気機器・工作機械・情報機器等の販売並びに附帯する工事、設備工事、土木建設

機械の販売並びに整備、賃貸 

施工 建設資材工事並びに土木建築資材等の販売、総合建築、コンクリート圧送工事 



 「前第３四半期連結累計期間」（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日）及び「当第３四半期連結累計

期間」（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店はありませんので、該当事項はありません。  

  

 「前第３四半期連結累計期間」（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日）及び「当第３半期連結累計期

間」（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 海外売上高はありませんので、該当事項はありません。  

  

  

 該当事項はありません。 

  

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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